
4.経審ソースデータレイアウト
（1）経営事項審査申請書　ソースデータレイアウト

-

-

-

-

-

“04”固定

-

-

-

“02”固定

“00”～“47”

“03”固定

-

-

-

-

2

6

2

X

8

2

2

2

6

許可年月日

X

X

X

大臣・知事コード

項番０３

前回の申請時の
許可番号

項番０４

申請時の許可番号

許可番号

X

X

X

X

項番０５

審査基準日 -

-X

X

X 1申請等の区分

6

繰り返し項目

X -項番０１

属性

2

X 6

X 6

6

大臣・知事コード

許可番号

許可年月日

桁数レコード

申請年月日

整理番号等

項番０２

申請年月日

請求年月日

2

6

X

X

15

12

14

1

5

3

4

10

5

2

1

4

7

11

9

2

3

6

8

“05”固定

1:経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求
2:経営規模等評価の申請
3:総合評定値の請求
 4:経営規模等評価の再審査の申立及び総合評定値の請求
 5:経営規模等評価の再審査の申立

備考

“01”固定

“00”～“47”

-

通番

13

16

4-(1)-1



繰り返し項目 属性 桁数レコード 備考通番

18

19

処理の区分の右欄
10:申請者について会社の合併が行われた場合で合併後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき
11:申請者について会社の合併が行われた場合で合併期日又は合併登記の日を審査基準日として申請するとき
12:申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲渡後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として
申請するとき
13:申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲受人である法人の設立登記日又は事業の譲渡により
新たな経営実態が備わつたと認められる日を審査基準日として申請するとき
14:申請者について会社更生手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て又は特定調停手続開始の申立てが行われ
た場合で会社更生手続開始決定日、会社更生計画認可日、会社更生手続開始決定日から会社更生計画認可日までの間
に決算日が到来した場合の当該決算日、民事再生手続開始決定日、民事再生手続開始決定日から民事再生計画認可日
までの間に決算日が到来した場合の当該決算日又は特定調停手続開始申立日から調停条項受諾日までの間に決算日が
到来した場合の当該決算日を審査基準日として申請するとき
15:申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、外国建設業者の属する企業集団に属するものとして認定を受け
て申請する場合
16:申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その属する企業集団を構成する建設業者の相互の機能分担が相
当程度なされているものとして認定を受けて申請する場合
17:申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、建設業者である子会社の発行済株式の全てを保有する親会社と
当該子会社からなる企業集団に属するものとして認定を受けて申請する場合
18:申請者について会社分割が行われた場合で分割後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき
19:申請者について会社分割が行われた場合で分割期日又は分割登記の日を審査基準日として申請するとき
20:申請者について事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合
21:申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、一定の企業集団に属する建設業者（連結子会社）として認定を
受けて申請する場合
22:申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その外国にある子会社について認定を受けて申請する場合

-

2

1:法人　2:個人

23 法人番号 X 13 -

7

“06”固定

処理の区分の左欄
00:１２か月ごとに決算を完結した場合
01:６か月ごとに決算を完結した場合
02:商業登記法（昭和38年法律第125号）の規定に基づく組織変更の登記後最初の事業年度その他１２か月に満たない
期間で終了した事業年度について申請する場合
03:事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度について申請する場合
04:事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合

-

-

-

-

-

-

“07”固定

X

20

2

2

-

-

-

-

X 2項番０６

項番０８

項番１０

X

X

処理の区分

商号又は名称

項番０９

2項番０７ X

資本金額又は出資総額

法人又は個人の別

10

N

40

X

40

X

2

N

N

1

8

商号又は名称のフリガナ

-

25

26

17

21

22

20

6

24

28

9

“08”固定

“09”固定

“10”固定2

27

10

29

X

代表者又は個人の氏名のフリガナ

X
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繰り返し項目 属性 桁数レコード 備考通番

7

2

2

-

-

-

1

1

X

-

-

-

×29

2

2

X 13

10

-

×29

-

10

-

-

-

-

-

市外局番、局番、番号は‘-’（ハイフン）でつなぐ

“15”固定

空白又は0:無　1:一般　2:特定

“16”固定

“18”固定

“20”固定

空白又は0:審査対象外　9:審査対象

“17”固定

1:基準決算　2:２期平均

郵便番号

電話番号

-

-

項番１３ -

項番１４

代表者又は個人の氏名

項番１２

主たる営業所の所在地市区町村コード

-主たる営業所の所在地

20

X

-X

N

2

5

X

項番１６

項番１５

1

X

38

42

39

15

14

X

許可を受けている建設業

248

6

X

X

2

X

6

18

X項番１８

利益額（２期平均） X

51

項番１９

49 技術職員数

50 X

2

20

経営規模等評価等対象建設業

登録経営状況分析機関番号

項番２０

19

X17 自己資本額

審査対象

項番１７

16

X

X

44

45

43

40

35

37

36

11

-

- “14”固定

“13”固定

13

X

2X

X

X 2

40N

30

31

32

34

33

“19”固定

12

“11”固定

“12”固定

項番１１

41

47

46
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（2）工事種別完成工事高　ソースデータレイアウト

備考

“33”固定

-

-

- “31”固定

1:２年平均　2:３年平均

“32”固定

繰り返し

-

-

×33
(MAX)

-

-

-

3

2

計算基準の区分

5 至

4

4

2

X

X

X

審査対象事業年度

10

X

X

X

X

2

業種コード

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度
又は前々審査対象事
業年度

審査対象事業年度

9

8

14

元請完成工事高

桁数

X

2X

4X

4

自

1

属性

X

項目

審査対象事業年度の前審査対象事業年度
又は前々審査対象事業年度

X

10

3

10

10

10

元請完成工事高

元請完成工事高

11

審査対象事業
年度

完成工事高

22 元請完成工事高

通番

1

自

至

12

7

審査対象事業
年度

レコード

完成工事高

完成工事高

13 項番３３

完成工事高16

1

4

6

項番３１

完成工事高

項番３２

X

17 元請完成工事高

その他工事

3

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度
又は前々審査
対象事業年度

15

10

2

X

X

X

10

1020

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度
又は前々審査
対象事業年度

4

合計

項番３４

元請完成工事高

完成工事高19

18

21

10X

X

X 10

X 2

10

X 10

X 10

“34”固定

-

-

-

-

-

-

-

-
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（3）その他の審査項目（社会性等）　ソースデータレイアウト

項番４７ X 2 - “47”固定

控除対象者数 X 6 -

技能レベル向上者数 X 6 -

繰り返し 備考

“42”固定

1:有　2:無

-

-

-

-

-

-

1:えるぼし認定（１段階目）　2:えるぼし認定（２段階目）　3:えるぼし認定（３段階目）　4:プラチナえるぼし認
定　5:非該当

“49”固定

1:くるみん認定　2:トライくるみん認定　3:プラチナくるみん認定　4:非該当

“50”固定

項番４６ X 2 - “46”固定

技術者数 -

“48”固定

CPD単位取得数 X 8

項番４９

次世代育成支援対策推進法に基づく認定の状況

項番５０

青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定の状況 X

13

12

5

2

11

3

6

X 6

4

技能者数 X 6

6

9

10

23

22

14

20

16

15

7

項目通番

9

10

7

8

3

2

1

レコード

項番４３

法定外労働災害補償制度加入の有無

項番４２

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無

項番４１

建設業退職金共済制度加入の有無

1

1

X

X

X

X

2

-

1

1

属性 桁数

X

-

-

X 1 -

X 2 -

X 1

1:有　2:無

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定
の状況

-

“41”固定

1:有　2:無

“44”固定

2

1

“43”固定

X 2

-

X 2

若年技術職員の継続的な育成及び確保 X 1 - 1: 該当　2: 非該当

4

項番４４ X 2 -

18

17

21

19

- 1:ユースエール認定　2:非該当

“45”固定

新規若年技術職員の育成及び確保 X 1 - 1: 該当　2: 非該当

5

項番４５ X 2 -

8

項番４８ X 2
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繰り返し 備考項目通番 レコード 属性 桁数

項番６２

39

22

40

41

42

43

44

建設機械の所有及びリース台数 X 3 -

項番６１

“56”固定

1:有　2:無

-

-

-

-

-

-

1:有　2:無

“54”固定

-

“52”固定

-

営業停止処分の有無

2

-

-

-

-

-

2項番５６

項番５９

15

1:有　2:無

2

3

2

35

20

21

38

26

27

28

29

36

30

31

19

37

33

32

項番５２

建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度の宣言の有無

12

項番５１

建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置
の実施状況

14

X

X

X

X 2

1

X 2

X 1

1

X

X

1

2

1

X

X

X

18

項番５７

防災協定の締結の有無

“53”固定

X

X

“57”固定

1:有　2:無

“58”固定-

1:会計監査人の設置　2:会計参与の設置　3:経理処理の適正を確認した旨の書類の提出　4:無

1:有　2:無

“55”固定

-

指示処分の有無

項番５８

監査の受審状況

16

13

11

項番５４

民事再生法又は会社更生法の適用の有無

項番５５

X 2 “62”固定

“60”固定-

“59”固定

-

2

4

X

X

“61”固定

-

X

X 4

10

2

2

-X

- “51”固定

-
審査基準日が令和5年8月14日以降の場合
1:「全ての建設工事で実施」に該当　2:「全ての公共工事で実施」に該当　3:非該当
審査基準日が令和5年8月13日以前の場合“ ”（半角スペース）

1

-

X

X

X

-

45

2

1

34

17

項番５３

営業年数

X

25

二級登録経理試験合格者の数

47

24

46

研究開発費（２期平均）

公認会計士等の数

項番６０

4-(3)-2



繰り返し 備考項目通番 レコード 属性 桁数

-

項番６５

24

項番６４

53

エコアクション２１の認証の有無 X 1 - 1:有　2:無49

51

52

23

項番６３

50

25

1:有　2:無ＩＳＯ１４００１の登録の有無 X 1

ＩＳＯ９００１の登録の有無 X 1 -

“65”固定

- “64”固定

1:有　2:無

“63”固定

X 2 -

X 2

X 2 -48
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（4）技術職員名簿　ソースデータレイアウト

1:有　2:無

“82”固定

1:有　2:無

X

-

X 2

×30
(MAX)

X

2

1

X 3

X

X

“81”固定

通番 レコード

項番８１1

1

項目 備考

-

3

属性 桁数 繰り返し

2X

X頁数2

3 項番８２

業種コード１

9 1

有資格区分コード２

講習受講２

2

7

5 有資格区分コード１

講習受講１

8 X 3

業種コード２

6

24
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